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序     文 

  

ニジェール共和国の教育指標はサブサハラアフリカの中でも最低水準にありますが、教育開発

10 カ年計画（PDDE 2003-2012）に基づいてニジェール政府とドナーが協力して改善に取り組んで

きた結果、2002 年に 42％だった初等教育総就学率が 2005 年には 52％に向上するなど、初等教育

就学者数は急激に増加しつつあります。一方、中等教育分野については支援するドナーが少なく、

増加した初等教育卒業生の受け皿となる中等教育の質と量の確保が喫緊の課題となっています。同

政府は教育開発 10 カ年計画において、中等教育に関して、就学率の向上とともに、特に科学教育

の質の向上を重点課題に掲げ、教員研修の改善やカリキュラムの改訂などに取り組むこととしてい

ます。 

教育の質に大きな影響を与えるのが教員の能力ですが、ニジェールでは教員の能力強化につなが

る教員研修の機会が不足しており、多くのアフリカ諸国と同様に教員の教科知識の不足、教師中

心・板書中心の授業方法が生徒の理解を難しくする原因となっています。 

一方、日本は、ケニア中等理数科教育強化計画（SMASSE）をはじめ、アフリカにおける理数科

現職教員研修の実施や制度構築に対する協力経験を積み重ねてきました。協力成果の一つとして理

数科教育強化に関するアフリカ域内ネットワーク（SMASE-WECSA）が構築され、ケニア SMASSE

が、ケニアと同様に理数科教育に課題を抱える他のアフリカ諸国に対して技術支援を行うに至って

います。 

このような状況のもと、ニジェール政府から日本に対して、中等理数科教育の強化を目的とした

現職教員研修の実施に関する技術協力の要請があり、2006 年 10 月から本プロジェクトが開始され

ました。 

今般、本プロジェクトの中間評価を実施することを目的として調査団を派遣し、ニジェール政府

や関係機関との間でプロジェクトの進捗状況の確認と DAC 評価 5 項目に基づいた評価、今後の方

向性に関する協議を行いました。 

本報告書は、この調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの実施にあたって活

用されることを願うものです。 

最後に、本調査にご協力いただいた内外の関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続き

一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成 20 年 8 月 

 

独立行政法人 国際協力機構 

 人間開発部 

部長 西脇 英隆 
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略 語 表 

 
略語 正式名 日本語 

ASEI-PDSI Activity, Student-Centered, Experiment, 

Improvisation  

– Plan, Do, See, Improve 

活動･生徒中心･実験・創意工

夫－計画･実施･評価･改善

（授業改善のスローガン） 

BEGIN Basic Education for Growth Initiative 成長のための基礎教育イニ

シアティブ 

COGES Comité de Gestion des Établissements Scolaires 学校運営委員会 

C/P Counterpart カウンターパート 

EFA Education for All 万人のための教育 

INSET In-Service Education and Training 現職教員研修 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JOCV Japan Overseas Cooperation Volunteers 
 

青年海外協力隊 

MESS/R/T Ministère des Enseignements Secondaire et 
Supérieur, de la Recherche et de la Technologie 

中等高等教育・研究・科学技

術省 

M/M Minutes of Meeting ミニッツ（会議議事録） 

NC National Coordinater ナショナルコーディネータ

ー 

NT National Trainer 中央研修講師 

PCM Project Cycle Management プロジェクト・サイクル・マ

ネジメント 

PDDE Programme Décennal de Développement de 

l’Education 

教育開発 10 カ年計画 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マ

トリクス 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

RT Regional Trainer 地方研修講師 

SMASSE Strengthening Mathematics and Science in 

Secondary Education 

中等理数科教育強化（プロジ

ェクト） 

SMASE-WECSA Strengthening Mathematics and Science Education 

in Western, Eastern, Central and Southern Africa 

理数科教育強化に関するア

フリカ域内ネットワーク 

UP Unités Pédagogiques 教科別教員分科会 

 





評価調査結果要約表 
作成日：2008 年 8 月 29 日 

担当部：人間開発部基礎教育第二課 

１. 案件の概要 

国名：ニジェール共和国 案件名：中等理数科教育強化計画 

 

分野：教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部基礎教育第二課 協力金額（評価時点1）：89,422 千円 

先方関係機関： 

中等高等教育・研究・科学技術省 

協力期間(R/D): 

2006 年 10 月 25 日～2009 年 10 月 24 日

（3 年間） 日本側協力機関：なし 

１-１ 協力の背景と概要 

ニジェール共和国の教育指標はサブサハラアフリカの中でも最低水準にあるが、教育

開発 10 カ年計画（PDDE 2003-2012）に基づいてニジェール政府とドナーが協力して改善

に取り組んできた結果、2002 年に 42％だった初等教育総就学率が 2005 年には 52％に向

上するなど、初等教育就学者数は急激に増加しつつある。一方、中等教育分野について

は支援するドナーが少なく、増加した初等教育卒業生の受け皿となる中等教育の質と量

の確保が喫緊の課題となっている。同政府は PDDE において、中等教育に関して、就学

率の向上とともに、特に科学教育の質の向上を重点課題に掲げ、教員研修の改善やカリ

キュラムの改訂などに取り組むこととしている。 
教育の質に大きな影響を与えるのが教員の能力であるが、ニジェールにおいては、教

員の能力強化につながる教員研修の機会が不足しており、多くのアフリカ諸国と同様に

教員の教科知識の不足、教師中心・板書中心の教授法が生徒の理解を難しくする原因と

なっている。 
一方、日本は、ケニア中等理数科教育強化計画（SMASSE）をはじめ、アフリカにおけ

る理数科の現職教員研修（INSET）の実施や制度構築に対する協力経験を積み重ねてきた。

協力成果の一つとして理数科教育強化に関するアフリカ域内ネットワーク

（SMASE-WECSA2）が構築され、ケニア SMASSE が、ケニアと同様に理数科教育に課題

を抱える他のアフリカ諸国に対して技術支援を行うに至っている。 
このような状況のもと、ニジェール政府から日本に対して、中等理数科教育の強化を

目的とした現職教員研修の実施に関する技術協力の要請があり、2006 年 10 月から「中等

理数科教育強化計画」が開始された。 

 

１-２協力内容 

（１）上位目標 

中学生の理数科の学力が改善される。 

 

（２）プロジェクト目標 

中等理数科教員の教授能力が現職教員研修（INSET）によって強化される。 

 

（３）成果 

成果 1：現職教員研修のための中央及び地方 INSET チームが組織される。 
成果 2：中央研修講師（NT）及び地方研修講師（RT）の研修実施能力が強化される。 
成果 3：INSET 実施の支援体制が強化される。 

 

（４）投入（評価時点） 

                                                 
1 2008 年 3 月末時点の実績。事前評価調査に関する経費は含まない。 
2 2008 年 8 月現在、34 の国と地域がメンバーになっている（オブザーバーも含む）。 



日本側： 
長期専門家派遣              1 名  
短期専門家（第三国専門家）派遣      5 名（計 4.3MM） 
研修員受入（本邦研修）          10 名 
研修員受入（第三国研修）         37 名 
機材供与              12,954 千円 
在外事業強化費           51,417 千円 

相手国側： 
カウンターパート配置 
中央研修講師       22 名（プロジェクトチーム 7 名を含む） 

土地・施設提供 
 プロジェクト事務所（長期専門家の執務室を含む） 
中央研修センター 
地方研修センター（4） 

ローカルコスト負担 
地方研修に関する宿泊費 
第三国研修参加者の手当 
プロジェクト事務所の光水熱費など 

 

２. 評価調査団の概要 

調査者 団長・総括 又地 淳 JICA 国際協力専門員/人間開発部課題アドバイザー

協力企画 山下 契 JICA 人間開発部基礎教育グループ基礎教育第二課

評価分析 伊藤 治夫 ICONS 国際協力株式会社 

調査期間  2008 年 4 月 19 日～2008 年 5 月 3 日 評価種類：中間評価 
３.評価結果の概要 

３-１ 実績の確認 

（１）プロジェクトの成果 

 プロジェクト活動は計画に沿って順調に進捗している。成果の達成状況は良好であり、

設定された指標のほとんどが既に目標水準に到達している。 
中央レベルと地方レベルでそれぞれ研修講師が任命され、現職教員研修（INSET）の実施

体制が構築された。これまでに中央研修 2 回と地方研修 1 回が実施されたが、研修の質に

関する指標は目標水準に到達しており、研修講師の研修実施能力は、受講者がある程度満

足できる質の研修を提供できるレベルに至っている。また、校長や学校運営委員会（COGES）
代表を対象とした啓発ワークショップや研修が実施され、校長や COGES が教員の教授法改

善を支援する事例も報告されている。 

 

（２）プロジェクト目標 

 現職教員研修によって教員の教授能力が強化されつつある。研修受講教員の授業におけ

る活動・生徒中心･実験・工夫－計画・実行・観察･改善（ASEI-PDSI）3の実践度と生徒の

参加度は、プロジェクト開始前に比べて大きく改善されており、既にプロジェクト目標の

水準に到達している。 
 

（３）上位目標 

                                                 
3 ケニア中等理数科教育強化計画で開発された授業改善のスローガン。生徒中心の授業に必要な要素を表す。ASEI
は、Activity（活動に基づいて知識を得る授業）、Student centered（（教師中心ではなく生徒中心の授業）、 Experiment
（講義・板書中心ではなく実験やグループ学習など体験を重視した授業）、Improvisation（身近な教材を使った創意工

夫のある授業）を意味する。PDSI は、授業における教員の計画・実施･評価･改善（Plan-Do-See-Improve）サイクルの

実践を指す。 



 現段階で上位目標の達成度を測定するのは時期尚早であるが、授業に対する生徒の興味

関心度や出席率の改善、校内小テストにおける成績向上が見られる事例が報告されている。

現職教員研修を通じて教員の教授能力が継続的に強化されていけば、長期的には生徒の学

力向上につながっていくと考えられ、上位目標の達成が見込まれる。 

 

３-２ 評価結果の要約 

（１）妥当性：高い 

・ 教員養成課程を経ていない教員の多いニジェールにおいて、教授能力強化を目的とした

現職教員研修の実施は教員のニーズに合致している。地方研修を受講した教員の 96%が

プロジェクトで実施する研修は自身の教授能力強化に有効であると回答した。 
・ 教育開発 10 カ年計画（PDDE 2003-2012）では、理数科教育の質改善が前期中等教育に

おける優先課題に位置づけられており、プロジェクト目標・上位目標は国家政策に合致

している。 
・ 基礎教育、特に理数科教育分野の協力は日本の援助政策における優先度が高い。 
・ カスケード方式の研修システムは、生徒中心の新しい教授法の概念と実践方法を広く現

場の教員に伝達するのに妥当なアプローチであった。 

 

（２）有効性：高い 

・ 現職教員研修によって教員の教授能力が強化されつつある。研修受講教員の授業におけ

る ASEI-PDSI の実践度と生徒参加度は、プロジェクト開始時に比べて大きく改善されて

おり、既に目標水準に到達している。 
 

（３）効率性：高い 

・ ニジェール側、日本側双方からの投入は計画通りに実施され、量、質、タイミングとも

に適切であり、早期の成果発現につながっている。 
・ 研修センターには既存施設を利用しており、新規施設建設を行うことなく、効率的に研

修センターが整備された。 
・ 研修システムの構築、研修教材やマニュアル、モニタリング・評価ツールの開発などは、

ケニア SMASSE の経験を活用することで効率的に実施されている。 
・ SMASE-WECSA の枠組みに基づくケニア SMASSE からの技術支援の有効活用は、日本

からの投入を減らすことを可能にし、効率性を高めることに貢献している。 
・ 通訳・翻訳担当のカウンターパートが配置されていることで、ケニア人や日本人を含む

プロジェクト関係者とのタイムリーな情報共有が可能になっている。 
・ 受講者が研修に参加するのに必要な交通費、宿泊費、食費を必要最低限に抑制すること

で費用対効果が高い研修となっている。 

 

（４）インパクト：大きい 

・ 研修受講教員の授業では、生徒の興味関心や出席率の改善の事例が報告されている。現

職教員研修が継続して実施されれば、長期的には上位目標である生徒の学力向上が達成

されることが期待される。 
・ 対象地域において現職教員研修の効果が認められたことで、ニジェール政府は、独自の

予算で対象地域以外の 4 州で地方研修を実施した。 
・ 教科別教員分科会（UP）における研修受講教員からの経験共有や校長研修を受講した

校長による指導などを通じて、研修未受講教員の教授能力にも若干の改善が見られる。

・ 中央研修にブルキナファソとベナンの教育省関係者を受け入れ、それぞれの国の現職教

員研修強化の取り組みを支援した。プロジェクトで開発された研修教材、マニュアル、

モニタリング・評価ツールは他の仏語圏プロジェクトにおいても活用されている。 
・ プロジェクト活動の波及効果として、教員分科会の活性化や学校運営委員会（COGES）

組織率・活動計画作成率の向上が報告されている。 



 

（５）自立発展性： 政策面・組織面：高い；財政面・技術面：引き続き努力を要する 

・ 理数科現職教員研修の実施はニジェールの国家政策に合致している。ニジェール政府は

プロジェクトの効果を高く評価しており、政策的支援が継続される可能性は高い。 
・ 中央視学官事務所と地方視学官事務所が本来業務として現職教員研修の実施を担って

おり、組織面の自立発展性は高いと判断される。 
・ 対象地域以外の地方研修がニジェール政府独自の予算で実施されたものの、プロジェク

トの範囲内では研修実施経費の大部分を日本側が負担しており、財政面でニジェール政

府の努力が求められる。 
・ 中央・地方研修講師の研修実施能力は、受講者が満足できる内容の研修を実施できるレ

ベルに至っている。しかし、自らの研修実施能力に不安を感じている研修講師も多く、

継続的な能力強化が必要である。 
・ 研修受講教員の教授能力については、プロジェクト目標の水準に到達しているものの、

改善の余地は大きい。上位目標の達成につなげるためには、教授能力の一層の強化が必

要である。 

 

３-３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

・ 研修システムの構築、教材やマニュアル、モニタリング・評価ツールの開発について、

先行事例であるケニア SMASSE の経験を有効に活用したことが、効果の発現に貢献し

ている。 
・ SMASE-WECSA の枠組みに基づく第三国研修、第三国専門家派遣、域内会合などの広

域協力活動が、アフリカ域内の経験共有を促進し、アフリカの文脈に適合した技術支援

として有効に機能している。 
・ 直接受益者である教員だけでなく、教員を支援する立場にある校長や COGES もプロジ

ェクトに巻き込んだことで、効果発現が促進されている。 
・ 十分な数のカウンターパートが配置されたことにより、ニジェール側がオーナーシップ

を発揮して活動を主導するプロジェクト運営体制が構築された。 
・ 通訳・翻訳担当のカウンターパートの働きによって、日本・ケニアからの技術支援を最

大限効果的に活用することが可能となっている。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

・ 研修に関するモニタリング・評価の実施とその結果の適切なフィードバックが、活動の

質的な改善につながり、効果の発現を促進している。 

・ 研修規模が適正となるように受講者数を調整したことが研修効果の向上につながって

いる。 

 

３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

・ プロジェクトの範囲内では研修実施経費の大部分を日本側が負担する計画であるため、

財政面の自立発展性が課題となっている。対象地域以外における地方研修を独自の予算

で実施するなど、ニジェール政府に積極的な姿勢も見られるが、プロジェクト終了後も

研修システムを維持、発展させていくことを見据えて、予算措置について引き続き努力

が求められる。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

・ 教員あるいは生徒によるストライキによって、研修の実施延期や一部プログラムの中止

が発生した。ストライキによる授業時間の短縮は、教員の ASEI-PDSI の実践を阻害する

要因となる可能性がある。ニジェール政府は、契約教員の待遇改善などの対策に努めて



いるが、引き続きストライキ防止に取り組んでいくことが求められる。 
 

３-５ 結論 

プロジェクトは計画に沿って順調に進捗しており、期待された成果が発現している。現

職教員研修を受講した中等理数科教員の教授能力は着実に改善されており、既にプロジェ

クト目標の水準に到達していることから、プロジェクトは成功裏に実施されていると評価

される。 

教員の能力強化を通じた理数科教育の質改善はニジェールの国家政策、日本の援助政策

に合致しており、妥当性が高い。プロジェクトの計画・実施には、先行事例であるケニア

SMASSE の経験が活かされ、SMASE-WECSA の枠組みに基づいてケニア SMASSE からの

技術支援も効果的に活用されている。ニジェール政府はプロジェクトの効果を高く評価し

ており、独自の予算で対象地域以外でも地方研修を実施するなど、既に大きな正のインパ

クトの発現も見られる。 
研修受講教員の授業では、生徒の興味関心の向上が報告されており、継続的に教員の教

授能力が強化されれば、長期的には上位目標である生徒の学力向上につながっていくと考

えられる。ただし、現状では研修実施経費の大部分を日本側が負担しており、研修システ

ムの自立発展性を確保するためには、ニジェール政府がプロジェクト終了後も見据えて必

要な予算の確保に努めることが求められる。また、質の高い研修を継続的に実施していく

ためには、研修講師のさらなる能力強化に取り組んでいくことが重要である。 

 

３-６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（１）短期的な観点からの提言 

・ 教員同士による継続的な学びあいの仕組みづくり 
現職教員研修で学んだ知識や技術を教員の実践能力として定着させるためには、年 1

回の研修の成果を日々の授業で活用したり、それを教員同士で見直したりするなど、研

修の成果を継続的に向上させていく機会を併せて設けることが有効である。教員同士の

学びあいの場として教員分科会の活用が可能である。 
・ 授業のモニタリングの強化 

 教員が研修で学んだ内容を日々の授業の中で実践することを促進する仕組みとし

て、校長や地方視学官が定期的に現場の教員の授業をモニタリングし、適切な助言・

指導を行うシステムを構築することが有効である。 
・ COGES による支援体制の確保 

現職教員研修システムの経済面の自立発展性を高める意味でも、COGES に対する啓

発活動を継続し、さらなる支援を引き出すことが有効である。 
・ 研修を受講する非金銭的インセンティブの創出 

研修実施経費を抑制しつつ教員が研修を受講するインセンティブを高めるため、常に

質の高い研修を提供する努力を継続することが重要である。研修修了証書を昇進の条件

とするなどの仕組みづくりも、インセンティブを高める一案である。 
・ 実験室技師の積極的な活用 

授業における実験の実施を促進するために、実験室技師と教員の協働を奨励すること

が有効である。 
 

（２）中長期的な観点からの提言 

・ 現職教員研修の全国レベルでの制度化 

プロジェクト終了後の継続的な研修の実施や、その効果の持続・発展と全国への拡大

のために、制度化を目指して予算措置も含む実現可能な戦略の策定に取り組んで行くこ

とが求められる。 

・ 現職教員研修が生徒の学力に与えるインパクトの測定 



現職教員研修を定着させるためには、研修が生徒の学力向上につながることを実証し

ていくことが重要である。実証のためのデータとしては、全国中等教育修了試験の活用

あるいはプロジェクトで独自に学力測定試験を実施することが考えられる。 

・ 中核人材の授業観察能力の育成 

   中央研修講師などの中核人材が、「生徒中心」授業の本質に対する理解を深めていく

ため、質の高い授業に直接触れる機会を設け、質の高い授業のあり方やその実践に必

要な能力について理解を深め、より生徒の理解に着目した授業など、ニジェールが将

来的に目指す授業の具体的な姿を共有していく機会を設けることが重要である。 
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第１章 運営指導（中間評価）調査団の概要 
 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ニジェール共和国の教育指標はサブサハラアフリカの中でも最低水準にあるが、教育開発 10 カ

年計画（Programme Décennal de Développement de l’Education: PDDE 2003-2012）に基づいてニジェ

ール政府とドナーが協力して改善に取り組んできた結果、2002 年に 42％だった初等教育総就学率

が 2005年には 52％に向上するなど、初等教育就学者数は急激に増加しつつある（政府統計による）。

一方、中等教育分野については支援するドナーが少なく、増加した初等教育卒業生の受け皿となる

中等教育の質と量の確保が喫緊の課題となっている。同政府は教育開発 10 カ年計画において、中

等教育に関して、就学率の向上とともに、特に科学（理数科）教育の質の向上を重点課題に掲げ、

教員研修の改善やカリキュラムの改訂などに取り組むこととしている。 

教育の質に大きな影響を与えるのが教員の能力であるが、ニジェールにおいては、教員の能力強

化につながる教員研修の機会が不足しており、多くのアフリカ諸国と同様に教員の教科知識の不足、

教師中心・板書中心の教授法が生徒の理解を難しくする原因となっている。 

一方、わが国は、ケニア中等理数科教育強化計画（Strengthening Mathematics and Science in 

Secondary Education: SMASSE）をはじめ、アフリカにおける理数科の現職教員研修（In-Servic 

Education Training: INSET）の実施や制度構築に対する協力経験を積み重ねてきた。協力成果の一

つとして理数科教育強化に関するアフリカ域内ネットワーク（Strengthening Mathematics and 

Science Education in Western, Eastern, Central and Southern Africa: SMASE-WECSA）が構築され、ケニ

ア SMASSE が、ケニアと同様に理数科教育に課題を抱える他のアフリカ諸国に対して技術支援を

行うに至っている。 

このような状況のもと、ニジェール政府から日本に対して、中等理数科教育の強化を目的とした

現職教員研修の実施に関する技術協力の要請があり、2006 年 10 月から「中等理数科教育強化計画」

が開始された。 

本調査団は、3 年間の協力期間の中間点にあたる 2008 年 4 月に以下を調査目的として派遣され

た。 

（１） これまで実施した協力活動について当初計画に照らし、投入実績、活動実績、計画達成度を

確認し、問題点を整理する。 

（２） 計画達成度を踏まえ、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の

観点から、プロジェクトチーム、ニジェール側関係者とともに、プロジェクトの中間評価を

行う。 

（３） 上記の評価結果に基づき、プロジェクト終了までの課題と今後の活動計画についてプロジェ

クトチーム、ニジェール側関係機関と協議し提言を行う。 

（４） 評価・協議結果を双方の合意事項としてミニッツ（Minutes of Meeting: M/M）に取りまとめる。 
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１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 派遣期間 所属 
団長・総括 又地 淳 4/21-5/3 JICA 国際協力専門員/ 

人間開発部課題アドバイザー 
協力企画 山下 契 4/21-5/3 JICA 人間開発部基礎教育グループ 

基礎教育第二課 
評価分析 伊藤 治夫 4/19-5/3 ICONS 国際協力株式会社 

 
 

１－３ 調査日程 

 月日 曜日 業務行程 

1 4 月 20 日 日 （伊藤団員 ニジェール着） 
2 4 月 21 日 月 JICA ニジェール事務所との打ち合わせ 

プロジェクト事務所訪問 
専門家・C/P（プロジェクトチーム）インタビュー 

3 4 月 22 日 火 ニアメ地方視学官事務所訪問 
地方研修センター視察 
地方研修講師、校長、COGES 代表インタビュー 
（又地団長、山下団員 ニジェール着） 

4 4 月 23 日 水 授業観察 
地方研修講師、校長、COGES 代表、教員、生徒インタビュー 
JICA ニジェール事務所との打ち合わせ 
中等高等教育・研究・科学技術省（MESS/R/T）次官表敬 
MESS/R/T 中等教育局長インタビュー 

5 4 月 24 日 木 C/P（プロジェクトチーム）インタビュー 
プロジェクトチームとの協議 

6 4 月 25 日 金 授業観察 
教員インタビュー 

7 4 月 26 日 土  資料分析 
 青年海外協力隊員インタビュー 

8 4 月 27 日 日  ミニッツ（M/M）案作成 
9 4 月 28 日 月 地方研修センター視察 

地方研修講師、校長、COGES 代表インタビュー 
中央研修センター視察 
授業観察 

10 4 月 29 日 火  MESS/R/T や C/P との協議 
M/M 案修正 

11 4 月 30 日 水  プロジェクトチームとの協議 
 M/M 署名 

JICA ニジェール事務所報告 
12 5 月 1 日 木 資料整理 

（ニジェール発） 
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１－４ 主要面談者 

（１） 中等高等教育・研究・科学技術省（MESS/R/T） 

 Mr. MAIGA Younoussa Tondy Secretary General 

 Mr. DAOUDA Boureima Director of Secondary Education 

 Mrs. Abdoulaye Ramatou Deputy Director of Secondary Education 

 Mr. Boubacar Ibrahim Studies and Programming Department 

 

（２） プロジェクトチーム 

 井手 徹 長期専門家 

 Mr. Alhousseini Mamane National Coordinator, National Trainer 

 Mr. Amadou Mamoudou Head of Mathematics, National Trainer 

 Mr. Arouna Ali Souleymane Head of Physics & Chemistry, National Trainer 

 Mr. Saley Djigo Head of Natural Science, National Trainer 

 Mr. Ousseini Hassane Head of COGES/School Management, National Trainer 

 Mr. Sitou Maman Balarabe Material Maintenance, National Trainer 

 Mr. Hassane Harouna Interpreter 

 Mr. Samake Amadou Advisor 

 

（３） JICA ニジェール事務所 

 西本 玲  所長 

 金田 雅之 所員 

 Mr. Abdou MOUSSA 現地職員 
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第２章 プロジェクトの概要 

 

２－１ 基本計画 

名称 中等理数科教育強化計画 

協力期間 2006.10.25 – 2009.10.24 
上位目標 中学生の理数科の学力が改善される。 

プロジェクト目標 中等理数科教員の教授能力が現職教員研修によって強化される。 

期待される成果 
（アウトプット） 

１．現職教員研修のための中央及び地方 INSET チームが組織される。

２．中央研修講師及び地方研修講師の研修実施能力が強化される。 

３．INSET 実施の支援体制が強化される。 

 

２－２ プログラムにおける位置づけ 

 対ニジェール JICA 国別事業実施計画（2006 年 11 月改定）において、援助重点分野である教育分

野の開発課題「開発のための人材育成支援」に対応するプログラムとして「中等理数科強化支援」が

設定されている。本プロジェクトは同プログラムの中核案件として位置づけられている。 
 

２－３ プロジェクト・デザイン・マトリクス 

 JICA では 1990 年代前半から、プロジェクト管理手法の一環としてプロジェクト・サイクル・マネ

ジメント（Project Cycle Management: PCM）手法を導入した。PCM 手法において中心的役割を果たす

のは、プロジェクト･デザイン･マトリクス（Project Design Matrix：PDM）と名付けられたプロジェク

ト計画概要表である。これは「目標」「活動」「投入」などのプロジェクトの主要構成要素や、プロジ

ェクトを取り巻く「外部条件」との論理的相関関係を示したものである。 
 本プロジェクトにおいても、2006 年 10 月の討議議事録（Record of Discussions: R/D）締結時に PDM0
（第 1 版）を策定し、R/D の付属文書として承認した。 
 プロジェクト開始後に実施されたベースライン調査の結果を受けて、プロジェクトチームは PDM0
の見直しを行い、一部に改訂を加えた PDM1（第 2 版）が 2008 年 3 月に開催された第 3 回合同調整

委員会（Joint Coordinating Committee: JCC）にて承認された。PDM0 からの主な変更点は以下のとお

り。 
・ PDM0 では未確定であった指標の目標数値が設定された。 
・ 成果 2 が「教員の理数科における教育技術が向上する」から「中央研修講師（NT）と地方研

修講師（RT）の研修実施能力が強化される」に変更された。 
 本中間評価は PDM1 に基づいて実施された。PDM1 は添付資料３に示す。 

 

２－４ 実施体制 

 本プロジェクトのカウンターパート（Counterpart: C/P）機関は中等高等教育・研究・科学技術省

（Ministère des Enseignements Secondaire et Supérieur, de la Recherche et de la Technologie: 
MESS/R/T）である。同省次官をプロジェクトマネージャーとし、次官を議長とする JCC がプロジェ

クトの最高意思決定機関として設置された。プロジェクトの実務的な責任者であるナショナルコーデ

ィネーター（National Coordinator: NC）には SMASE-WECSA 域内会議1に参加経験のある中央視学官

                                            
1 SMASE-WECSA メンバー国が参加する広域会合（オブザーバーも含む）。域内の関係国・関係者間のネットワーク

構築、JICA が実施する理数科教育強力のインパクトの普及・拡大を目的として、2001 年から毎年実施されている。 
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合同調整委員会 (JCC) 

 議長：中等高等教育・研究・科学技術省次官 

（プロジェクトマネージャー） 

ナショナルコーディネーター

数学 

グループ 

自然科学 

グループ 

物理化学 

グループ 

プロジェクトチーム 

中央研修講師 計 22 名 

日本人長期専門家 

地方プロジェクトチーム 

 

地方研修講師

 

地方プロジェクトチーム 

 

地方研修講師 

 

地方プロジェクトチーム

 

地方研修講師

 

ニアメ特別区 ドッソ州 ティラベリ州 

数学 

グループ長 

自然科学 

グループ長 

物理化学 

グループ長

COGES/学校運営

グループ 

COGES/学校運営

グループ長 

教材開発

担当 

通訳・翻訳 

担当 

が任命され、NC と他 6 名（中央視学官、実習教材整備センター長など）から成るプロジェクトチー

ムが、日本人長期専門家の技術支援を受けながら、プロジェクト運営の中核を担っている。長期専門

家の執務室を含むプロジェクト事務所は中央視学官事務所に設置されている。 
 プロジェクトの中心的な活動である現職教員研修は、中央研修と地方研修の 2 段階のカスケード方

式で実施されている。中央研修は、実習教材整備センターを会場に実施され、プロジェクトチームの

7 名を含む 22 名が中央研修講師を務めている。中央研修講師は、数学、自然科学、物理化学、学校

運営委員会（Comité de Gestion des Établissements Scolaires: COGES）2/学校運営（ステークホルダー）

の 4 つのグループに分かれ、それぞれの分野に関連する活動を主導している。地方研修は、ニアメ特

別区 2 カ所、ドッソ州とティラベリ州各 1 カ所の計 4 カ所の地方研修センター（既存の中学校を使用）

で実施され、地方視学官と選抜された有資格教員が地方研修講師を務めている。 
 本プロジェクトは SMASE-WECSA の枠組みのもと、関係国と情報や経験を共有しつつ実施されて

おり、特にケニア中等理数科教育強化計画フェーズ 2 からは第三国研修や第三国専門家派遣を通じた

技術支援を受けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ プロジェクトの実施体制 

                                            
2 学校運営委員会。校長、教員代表、保護者会代表、母親会代表、生徒代表、事務職員から構成される。 
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図２－２ 現職教員研修システム 

中央研修 

地方研修 

中央研修講師
22 名 

中等理数科教員 
対象地域 計約 700 名 

ニアメ特別区 ドッソ州 ティラベリ州 対象地域以外※ 

地方研修講師 
全国 約 150 名 

うち対象地域 約 75 名

※地方研修についてはニアメ、ドッソ、ティラベリのみがプロジェクトの対象地域となっているが、対象地域以外につい

ても地方研修講師が任命され、中央研修に参加している。 
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第３章 中間評価の方法 
 
３−１ 評価グリッドの作成 

本中間評価は JICA 事業評価ガイドライン（2004 年 3 月改訂）に準拠して実施した。PDM やその

他関係資料に基づいて評価設問（調査すべき項目）を検討し、プロジェクトの実績、実施プロセス、

評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）に関する評価グリッドを作成した。

実績、実施プロセス、評価 5 項目の定義は以下のとおりである。 
作成された評価グリッドは添付資料４に示す。 

 
（１） 実績 

投入、成果、プロジェクト目標、上位目標に関する達成度、もしくは達成予測に関する情報。 
（２） 実施プロセス 

活動の実施状況やプロジェクトの現場で起きている事柄に関する様々な情報。 
（３） 評価 5 項目 

妥当性 プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益

者のニーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と

日本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当

かなどといった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。 
有効性 
 

プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらさ

れているのか（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。 
効率性 
 

主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されて

いるか（あるいは、されるか）を問う視点。 
インパクト 
 

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的・間接的効果や波及効果

をみる視点。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 
自立発展性 
 

援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるい

は持続の見込みがあるか）を問う視点。 
 

３－２ 評価実施方法 

評価グリッドに基づいて以下の方法で情報・データを収集し、評価分析を行った。 
 
（１） 文献・既存資料調査 

レビューした主な資料は以下のとおり。 
・ ニジェール共和国中等理数科教育強化計画 ベースライン調査報告書（平成 18 年 12 月） 
・ ニジェール共和国中等理数科教育強化計画 実施協議報告書（平成 19 年 1 月） 
・ ニジェール共和国中等理数科教育強化計画 事業進捗報告書（半期ごと） 
・ 第三国専門家技術支援報告書 
・ その他プロジェクト作成資料（月報、研修教材、評価ツールなど） 
・ ニジェール共和国教育開発 10 カ年計画（PDDE 2003-2012） 
・ ニジェール共和国教育基本法（LOSEN） 

（２） 直接観察 

プロジェクト事務所、中央研修センター、ニアメ特別区の地方研修センターを視察し、施設や資機

材の使用状況を確認した。また、研修受講教員、研修未受講教員それぞれが実施する理数科授業を視

察し、現職教員研修の効果を確認した。 
（３） 質問紙調査 

専門家、中央研修講師、地方研修講師、教員、中等高等教育・研究・科学技術省（MESS/R/T）を
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対象に質問票を作成して配布し、回収した回答を分析した。 
（４） インタビュー調査 

長期専門家、中等高等教育・研究・科学技術省、中央研修講師（プロジェクトチームを含む）、地

方研修講師、校長、COGES 代表、教員、生徒、青年海外協力隊員（Japan Overseas Cooperation 
Volunteers:JOCV）を対象にインタビューを実施した。 
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第４章 計画達成度 
 

４－１ 投入実績 

 日本側、ニジェール側からの投入は計画通り実施され、成果の発現に貢献している。詳細は添付資

料１ミニッツ Annex 2 参照。 
 

４－１－１ 日本側投入3 

（１） 長期専門家派遣 1 名（現職教員研修マネジメント） 
（２） 短期専門家派遣4 5 名 計 4.3MM 
（３） 研修員受入 
・ 本邦研修 10 名 
・ 第三国研修（ケニア） 37 名 

（４） 機材供与 12,954 千円 
（５） 在外事業強化費 51,417 千円 

 

４－１－２ ニジェール側投入 

（１） 中央研修講師 22 名（プロジェクトチームの 7 名を含む） 
（２） プロジェクト事務所（長期専門家の執務室を含む） 
（３） 中央研修センター、地方研修センター 4 カ所（ニアメ 2、ドッソ 1、ティラベリ 1） 
（４） プロジェクト実施に必要な経費 
・ 地方研修に関する宿泊費 
・ 第三国研修参加者の手当 
・ プロジェクト事務所の光水熱費 
・ 対象地域以外における地方研修実施経費（宿泊費、食費、交通費）5 

 

４－２ 活動実績 

プロジェクト活動は PDM に沿って計画通り実施されている。これまで実施された主な活動は下表

のとおり。 
 

表４－１ 主なプロジェクト活動 

時期 活動 
2006 年 10 月 プロジェクト開始 
2006 年 12 月 ベースライン調査 
2007 年 1 月 啓発ワークショップ 
2007 年 3 月 第 1 回中央研修 
2007 年 4 月 啓発ワークショップ 
2007 年 10 月-12 月 第 1 回地方研修 
2007 年 11 月 校長研修 
2008 年 1 月-2 月 第 2 回中央研修 
2008 年 2 月-3 月 教室レベルのインパクト調査（授業観察） 

                                            
3 2008 年 3 月末現在。 
4 ケニア中等理数科教育強化計画フェーズ 2 のカウンターパートが派遣された。 
5 対象地域以外における地方研修はプロジェクトの範囲外であるが、ニジェール政府が独自に予算を確保して 4 州で

実施した。 
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４－３ 成果の達成状況 

 成果の達成状況は良好であり、設定された成果に関する指標のほとんどが既に目標水準に到達して

いる。 
 
（１）成果 1「現職教員研修のための中央及び地方 INSET チームが組織される」 

【指標 a】中央レベルのカウンターパートが任命され、プロジェクト活動に従事する。 

【指標 b】20 名以上の中央研修講師が任命され、ケニアでの第三国研修に参加する。 

【指標 c】120 名以上の地方研修講師が中央研修を受講する。 

 

プロジェクトチームを構成するカウンターパート、中央研修講師、各州の地方研修講師が計画通

り任命され、それぞれ能力強化を目的とする研修を受講した。これらの人材を中心に中央レベルと

地方レベルの現職教員研修実施体制が構築されている。 

 

１）中央レベルの研修実施体制 

 SMASE-WECSA 域内会議への参加経験を持つ中央視学官がナショナルコーディネーター

（NC）に任命された。NC のほか、中央視学官 4 名（数学、自然科学、物理化学、COGES/学校

運営それぞれの部門長）、実習教材整備センター長（教材整備担当）、英語担当地方視学官（通訳・

翻訳担当）の合計 7 名がプロジェクトチームを構成してプロジェクト活動の中核を担っている。

現在、この 7 名を含む計 22 名6の中央視学官、地方視学官、教員などが中央研修講師に任命され

ており、数学、自然科学、物理化学、COGES/学校運営の 4 つのグループに分かれて、それぞれ

の分野の業務を担当している。22 名全員がケニアでの第三国研修に参加しており、うち 7 名は

本邦研修にも参加した。 

 

２）地方レベルの研修実施体制 

 地方視学官と選抜された有資格教員が地方研修講師に任命され、第 1 回と第 2 回中央研修にそ

れぞれ 159 名、152 名が参加した。中央研修を受講した地方研修講師の内訳は下表のとおり7。 

 

表４－２ 中央研修を受講した地方研修講師数 

 ニアメ ドッソ ティラベリ 対象地域以

外 
5 州 

計 

第 1 回中央研修 46 17 14 82 1598 

第 2 回中央研修 40 17 16 79 1529 

                                            
6 プロジェクト開始当初は 25 名が中央研修講師に任命されたが、人事異動等によりこれまでに 3 名が離職した。 
7 中央研修は、プロジェクト対象地域以外も含む全国の地方研修講師が受講している。 
8 第 1 回中央研修には地方研修講師のほか、ブルキナファソから教育行政官 2 名と企画調査員 1 名の計 3 名が参加し

た。 
9 第 2 回中央研修は、第 1 回の反省から研修規模を適正にするため、受講者を 2 グループに分けて時期をずらして同

じ内容の研修を実施した。また、地方研修講師のほか、ベナンから教育行政官 3 名と企画調査員 1 名の計 4 名が参加

した。 
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これら地方研修講師が地方研修センターで地方研修の実施を担っている。対象地域の地方研修

講師のうち 9 名はケニアでの第三国研修にも参加した。 

 

（２）成果２「中央研修講師及び地方研修講師の研修実施能力が強化される」 

【指標 a】600 名以上の教員が 2 回以上地方研修を受講する。 

【指標 b】プロジェクトで実施するモニタリング・評価において、中央研修と地方研修の質に関す

る指標が 3.0 以上（0-4 段階）を獲得する。 

【指標 c】9 セットの教材が開発される。 
中央研修講師と地方研修講師の研修実施能力は、受講者がある程度満足できる質の研修を提供

できるレベルに至っている。 
 
１）地方研修受講者数 

 対象地域において第 1 回地方研修が実施され、合計 676 名の教員が受講した。各州の受講者数

は下表のとおり。第 2 回地方研修は 2008 年 10 月に実施予定である。 
 

 表４－３ 地方研修を受講した教員数 

 ニアメ ドッソ ティラベリ 計 

第 1 回地方研修 378 198 100 67610 

 
２）中央研修と地方研修の質 

 プロジェクトで実施しているモニタリング・評価の結果では、研修内容の質を表す「セッショ

ンの質」は中央研修、地方研修ともに目標値である 3.0 を達成している。その他の評価項目も含

む中央研修と地方研修の質に関するモニタリング・評価結果は下表のとおり。 
 

表４－４ 中央研修と地方研修の質に関するモニタリング・評価結果11 

 
セッッションの

質 
研修センターの

質 

研修講師のファ

シリテーション

能力 

研修講師の 
研修運営能力 

第 1 回中央研修 3.1 2.6 2.5 2.7 
第 2 回中央研修 3.2 3.0 3.0 3.4 
第 1 回地方研修 3.1 - - 3.2 

                                            
10 ニアメとドッソの地方研修センターでは受講者を 2 グループに分け、時期をずらして同じ内容の研修を実施した。 
11 各評価項目は 0-4 段階で評価する。各項目の評価者、具体的な評価内容は以下のとおり。 

評価項目 評価者 評価内容 

セッションの質 受講者 研修の各セッションについて、説明、グループワーク、グルー

プレポート、内容の妥当性、時間管理の 5 項目を評価する。 
研修センターの

質 第三国専門家 研修室、食事、記録の保管状況、研修運営者のチームワーク、

広報の実施状況を評価する。 
研修講師のファ

シリテーション

能力 
第三国専門家 

内容の理解度、参加型手法の実践度、教材の妥当性、資機材の

活用能力、時間管理、受講者とのコミュニケーション能力など

を評価する。 

研修講師の研修

運営能力 

中央研修：第三国専門

家、地方研修：中央研

修講師 

研修実施にあたっての Plan-Do-See-Improve サイクルの実践度

を評価する。 
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３）教材開発 

 理数科授業に使用可能な教材が 13 セット（数学 2、自然科学 3、物理化学 8）開発された。詳

細は下表のとおり。 
 
           表４－５ プロジェクトで開発された教材数 

教科 教材数 教材名 

数学 2 
Pantograph, GEOPLAN 
 

自然科学 3 
Water Current Action on the Ground, Rib Cage: the Function of 
Lungs, Volcanic Simulation 

物理化学 8 
Monomer, Electric Motor, Study Material for Force Moment, Black 
Box, Convex Lens, Distillatory, Electrical Panel, Electroscope 

計 13  
 
（３）成果３「INSET 実施の支援体制が強化される」 

【指標 a】INSET に関連する活動が計画通り実施される。 

【指標 b】60％以上のステークホルダー（特に校長、COGES 代表）が啓発ワークショップに参加

する。 

【指標 c】100 名以上の校長が研修を受講する。 

 

 関係者に対する啓発ワークショップ、研修は計画通り実施された。校長による授業観察や教員に

対する助言、COGES による理数科実験器具の購入など、関係者が教員の ASEI-PDSI の実践を支援

する事例が報告されており、現職教員研修を支援する体制が構築されつつある。 

 
１）現職教員研修に関連する活動の実施状況 

 ４－２のとおり、現職教員研修に関連する主要な活動は計画通り実施されている。 
 
２）啓発ワークショップの実施 

 4 回の啓発ワークショップが実施され、合計 482 名が参加した。これはターゲットとした関係

者（視学官、校長、COGES 代表）の 98.6％に当たる。ワークショップ実施状況の詳細は下表の

とおり。 
 
        表４－６ 啓発ワークショップ参加者数 

実施時期 対象地域 対象者 参加

者数 
2007 年 1 月 全国 中央視学官、地方視学官 97 
2007 年 1 月 ニアメ 校長、COGES 代表 77 
2007 年 4 月 ドッソ 地方視学官、校長、COGES 代表 165 
2007 年 4 月 ティラベリ 地方視学官、校長、COGES 代表 143 

計 482 
３）校長研修の実施 

 対象地域の校長に対し学校運営と授業モニタリングに関する研修が実施され、186 名の校長が
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受講した。受講した校長が実際に授業観察を実施し、必要に応じて教員に助言、指導を行ってい

る事例が報告されている。 
 
     表４－７ 校長研修受講者数 

実施時期 対象地域 参加者数 
2007 年 11 月 ニアメ 39 
2007 年 11 月 ドッソ 79 
2007 年 11 月 ティラベリ 68 

計 186 
 

４－４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標「中等理数科教員の教授能力が現職教員研修によって強化される」 

【指標 a】プロジェクトで実施するモニタリング・評価において、教員の態度と ASEI-PDSI 実践度

に関する指標が 1.5 以上（0-4 段階）を獲得する。 

【指標 b】プロジェクトで実施するモニタリング・評価において、授業への生徒参加度に関する指

標が 1.0 以上（0-4 段階）を獲得する。 
 

現職教員研修によって教員の教授能力が強化されつつある。研修受講教員の授業における

ASEI-PDSI の実践度と生徒参加度12は改善されており、既に目標水準に到達している。 

 

（１）ASEI-PDSI の実践度 

授業における生徒中心アプローチと Plan-Do-See-Improve サイクルの実践度を表す ASEI-PDSI 指
数について、研修受講教員の数値はプロジェクト開始時と比べて大きく改善されており13、既にプ

ロジェクトの目標水準に到達している（図４－１）。また、研修受講教員は未受講教員より明らか

に高い数値を示している（図４－２）。 
                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－１                 図４－２ 

 

                                            
12 授業における ASEI-PDSI の実践度と生徒参加度の評価には、プロジェクトで開発された指標である ASE-PDSI 指数

と生徒参加指数を用いている。両指標は、評価者が実際に授業を観察し、設定された評価項目に従って 0-4 の 5 段階

で評価することで授業の質を数値化している。 
13 ASEI-PDSI 指数と生徒参加指数に関する調査は 2006 年 12 月（ベースライン調査）と 2008 年 3 月に実施された。

評価者はともに中央研修講師。それぞれの調査において評価対象となった授業のサンプル数は、2006 年 12 月が 138
コマ、2008 年 3 月は 178 コマ（研修受講教員 122、未受講教員 56）。 
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（２）生徒の授業参加度 

授業において生徒の思考や活動が促進されている度合いを表す生徒参加指数について、研修受講

教員の数値はプロジェクト開始時と比べて大きく改善されており、既にプロジェクトの目標水準に

到達している（図４－３）。また、研修受講教員は未受講教員より明らかに高い数値を示している

（図４－４）。 

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－３                 図４－４ 

 

４－５ 上位目標の達成状況 
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第５章 中間評価結果 
 

５－１ 評価 5項目による評価 

５－１－１ 妥当性： 高い 

（１） ターゲットグループのニーズとの整合性 

 教授能力強化を目的とした現職教員研修（INSET）の実施は教員のニーズに合致している。ニジェ

ールの中等教育では、正規教員以外の契約教員などが 83%14を占めており、その多くが教員養成課程

を経ていない。また、プロジェクト開始以前には定期的な現職教員研修プログラムがなく、教員の能

力強化の機会が不足していた。プロジェクトが実施する研修は、ベースライン調査で明らかになった

教員のニーズに対応する内容となっており、教員の継続的な能力強化を可能にしている。本調査にお

いて実施したアンケートでは、地方研修を受講した教員の 96%が、プロジェクトで実施する研修は

自身の教授能力強化に有効であると回答した。また、89%が、ASEI-PDSI の実践が生徒の学力向上に

つながると回答した。 
 

（２） ニジェールの国家政策との整合性 

 プロジェクト目標と上位目標はニジェールの国家政策に合致している。理数科教育を含む科学技術

教育の重視は教育開発 10 カ年計画（PDDE 2003-2012）に明記されており、前期中等教育についても

科学（理数科）教育の質の改善が優先課題と位置づけられ、そのための具体的な目標の一つとして教

員の質の改善があげられている。 
 

（３） 日本の援助政策との整合性 

 基礎教育、特に理数科教育分野に対する支援は日本の援助政策おける優先度が高い。日本は 2002
年のカナナスキス・サミットにおいて「成長のための基礎教育イニシアティブ」（Basic Education for 
Growth Initiative: BEGIN）を発表し、「万人のための教育」（Education for All: EFA）の実現に向けて、

国際社会と協調しつつ、開発途上国が行う基礎教育促進のための取り組みに対する支援を強化してい

く方針を明らかにした。このイニシアティブでは、教育の質向上への支援として、理数科教員の養成

を含む理数科教育支援が重点分野にあげられている。 
 また、対ニジェール JICA 国別事業実施計画（2006 年 11 月改定）において、援助重点分野である

教育分野の開発課題「開発のための人材育成支援」に対応するプログラムとして「中等理数科強化支

援」が設定されており、本プロジェクトはこのプログラムの中核案件として位置づけられている。 
 

（４） 日本の技術の優位性 

 日本は、アフリカにおける理数科現職教員研修の実施と制度化について豊富な協力経験を有してお

り、知見が蓄積されている。当該分野の技術協力プロジェクトは 1998 年以降 12 カ国15で実施されて

おり、ケニアでは全国レベルで理数科現職教員研修を制度化することに成功した。 
 

（５） アプローチの妥当性 

 本プロジェクトは、2 段階のカスケード方式による現職教員研修の実施を通じて教員の能力強化を

目指すものである。現場の教員の多くが教員養成課程を経ていないニジェールにおいて、現職教員研

修は教員の能力強化のための妥当なアプローチであった。また、カスケード方式の研修システムは、

ASEI-PDSI という生徒中心の教授法の概念と実践方法を広く現場の教員に伝播させるのに有効に機

                                            
14 ニジェール政府統計（2007-2008）。 
15 ケニア、南アフリカ、ガーナ、マラウィ、ウガンダ、ザンビア、モザンビーク、ナイジェリア、ニジェール、セネ

ガル、ブルキナファソ、ルワンダ（案件開始順、2008 年 8 月時点）。 
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能している。 
 

５－１－２ 有効性： 高い 

（１） プロジェクト目標の達成状況 

 現職教員研修によって教員の教授能力が強化されつつある。研修受講教員の授業における

ASEI-PDSI の実践度と生徒参加度はプロジェクト開始時に比べて大きく改善されており、プロジェク

ト期間の半ばにして既に目標水準に到達している。 
 

（２） 成果のプロジェクト目標への貢献度 

授業における ASEI-PDSI の実践度と生徒参加度について、研修受講教員が未受講教員と比較して

明らかな優位を示していることから、現職教員研修の実施が教員の能力強化に大きく貢献していると

いえる。また、啓発ワークショップなどに参加した校長や COGES 代表が、教員の ASEI-PDSI の実践

を支援している事例が報告されており、関係者による支援体制の構築がプロジェクト目標達成を促進

する要因となっている。 
 

５－１－３ 効率性： 高い 

（１） 成果の達成度と投入の適切さ 

 ニジェール側、日本側双方からの投入は計画通りに実施され、量、質、タイミングともに適切であ

り、早期の成果発現につながっている。 
日本側の投入について、案件形成段階から本プロジェクトに携わっている長期専門家は、ニジェー

ル側の信頼も厚く、また、豊富な国際協力活動経験を活かしてプロジェクトを運営し、成果の発現に

大きく貢献している。ケニア SMASSE から派遣された短期専門家（第三国専門家）は適切な技術支

援を行い、研修の質向上に貢献した。本邦研修と第三国研修は、中央研修講師をはじめ、プロジェク

トの中核人材の能力強化に有効に活用されている。 
ニジェール側の投入については、多数のカウンターパートの配置が、ニジェール側主導のプロジェ

クト運営を可能にしている。当初任命された中央研修講師 25 名のうち 3 名が人事異動などにより離

職したが、その業務は他の講師に適切に引き継がれ、活動に支障は生じていない。十分な数のカウン

ターパートと、SMASE-WECSA の枠組みに基づいた技術支援の活用によって、日本人長期専門家 1
名という効率的な体制でプロジェクトが実施されている。 

 

（２） 現地リソースの活用 

 研修センターには実習教材整備センター（中央）、中学校・高校（地方）の既存施設を利用してお

り、新規施設建設を行うことなく、効率的に研修センターが整備された。 
 

（３） ケニア SMASSE の経験と技術支援の活用 

 研修システムの構築、研修に使用する教材やマニュアルの開発、モニタリング・評価ツールの開発

などは、ケニア SMASSE の経験を活用することで効率的に実施された。また、SMASE-WECSA の枠

組みによるケニアでの第三国研修、ケニア人第三国専門家派遣は、アフリカ人同士の経験共有を促進

し、アフリカの文脈に即した技術支援として有効に機能するとともに、日本からの投入を減らすこと

を可能にし、プロジェクトの効率性を高めることに貢献している。 
 

（４） 通訳・翻訳担当のカウンーパートの配置 

 プロジェクトチームに通訳・翻訳担当のカウンターパートが 1 名配置されていることで、通訳や翻

訳に追加的な経費をかけることなく、ケニア人や日本人を含むプロジェクト関係者との円滑でタイム

リーなコミュニケーション、情報共有が可能となっている。 
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（５） 研修実施経費の抑制 

 ドナーが実施するワークショップや研修では参加者に高額な日当が支払われることが多いが、プロ

ジェクトが実施する現職教員研修では受講者に日当は支給せず、必要最低限の交通費・宿泊費16を支

給し、食事は現物で提供している。こうして研修実施経費を抑制するにより、研修の費用対効果を高

めるとともに、研修システムの経済面の自立発展性を高めることにもつながっている。 
 

５－１－４ インパクト： 大きい 

（１） 上位目標の達成見込み 

研修受講教員に対するインタビューでは、授業に対する生徒の興味関心度や出席率の改善、校内小

テストにおける成績向上が見られる事例が報告されている。現職教員研修を通じて教員の教授能力が

継続的に強化され、教員がより質の高い授業を実施するようになれば、長期的には生徒の学力が向上

していくと考えられ、上位目標の達成が見込まれる。 

 

（２） 対象地域以外における地方研修の実施（対象地域以外への波及効果） 

 対象地域において現職教員研修の効果が認められたことで、ニジェール政府は、独自の予算で対象

地域以外の 5 州のうち、4 州17で地方研修を実施した。4 州においても対象地域と同様、中央研修を

受講した各州の地方研修講師18が中心となって研修を運営し、中央研修講師が出張してその実施を支

援した。 
 

（３） 研修受講教員による未受講教員との経験共有（研修未受講教員への波及効果） 

 教員の授業における ASEI-PDSI の実践度と生徒参加度について、プロジェクト開始当初と比べる

と研修未受講教員にも若干の改善が見られる（ASEI-PDSI 指数 0.67→0.85、生徒参加指数 0.4→0.83）。
４－４の（１）と（２）を参照。 
教員に対するインタビューでは、教科別教員分科会（Unités Pédagogiques: UP）における研修受講

教員から未受講教員への経験共有や校長による指導が、未受講教員の教授法改善に貢献している可能

性が指摘された。 

 

（４） 周辺の仏語圏諸国との経験共有（周辺国への波及効果） 

 第 1 回中央研修（2007 年 3 月）にはブルキナファソ、第 2 回中央研修（2008 年 1 月）にはベナン

の教育省関係者が参加した。ブルキナファソでは 2008 年 1 月から技術協力プロジェクト「初等教育・

理数科現職教員研修改善計画」が開始され、ベナンでも中等教育レベルの現職教員研修強化に関する

プログラムの実施が検討されている。また、プロジェクトで開発された研修教材、マニュアル、モニ

タリング・評価ツールは、ブルキナファソやセネガルの理数科教育協力プロジェクトに共有され、そ

れぞれの活動の参考となった。 
 

（５） その他の波及効果 

 教員に対するインタビューでは、現職教員研修の実施によって教員分科会が活性化したという事例

                                            
16 中央研修では、ニアメ以外からの受講者には必要最低限の宿泊費を支給しているが、自宅から通うことが可能なニ

アメの受講者には宿泊費を支給していない。ドッソ、ティラベリの地方研修では国民教育省管轄の初等教員養成校の

寮を宿泊施設として借用し、受講者に宿泊費は支給していない。ニアメの地方研修についても自宅から通うことが可

能であるため、宿泊費は支給していない。 
17 調査時点で実施済みであったマラディ、アガデスに加え、2008 年 5 月にタウア、ザンデールで地方研修が実施され

た。2008 年 8 月時点で研修実施経費が確保できていないディファのみ地方研修が未実施となっている。 
18 将来的な全国展開への布石として、中央研修では対象地域以外も含む全国の地方研修講師を育成している。 
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が複数報告された。また、プロジェクトが作成したモニタリング・評価報告書では、2007 年 1 月と 4
月に実施した啓発ワークショップの成果として、中学校の COGES の組織率と活動計画作成率が以下

のとおり向上したことが報告されている。 
 

表５－１ COGES 活動へのインパクト 

 2006 年 2007 年 
COGES の組織率 55% 87% 
COGES の活動計画作成率 19% 55% 

 

５－１－５ 自立発展性： 政策面・組織面は高い、財政面・技術面は引き続き努力を要する 

（１） 政策面 

 教育開発 10 カ年計画（PDDE 2003-2012）において、前期中等教育に関しては、教員の能力強化を

通じた理数科教育の質の改善が優先課題に位置づけられており、プロジェクト活動はニジェールの国

家政策に合致している。ニジェール政府は、プロジェクト対象地域以外においても独自の予算で地方

研修を実施するなど、プロジェクトの効果を高く評価しており、政策的支援が継続される可能性は高

い。 
 

（２） 組織面 

 中央視学官事務所と地方視学官事務所が本来業務として現職教員研修の実施を担っており、組織面

の自立発展性は高いと判断される。 

 

（３） 財政面 

 ニジェール政府は、独自の予算で対象地域以外の 4 州において地方研修を実施したが、一方で対象

地域の地方研修実施経費（ランニングコスト）の負担は受講者の宿泊費のみであり、交通費と食費は

日本側が負担している。また、中央研修実施経費については、すべて日本側が負担している。プロジ

ェクト終了後も現職教員研修システムを維持していくためには、ニジェール政府が研修実施経費の予

算確保のために努力することが必要である。 
 

（４） 技術面 

 中央研修講師と地方研修講師はASEI-PDSIアプローチを理解しており、研修実施能力についても、

受講者が満足できる内容の研修を実施できるレベルに至っている。しかし、質問票調査では、多くの

研修講師（中央研修講師の 32%、地方研修講師の 45%）が研修実施に困難を感じることがあると回

答しており、改善の余地はある。より質の高い研修を実施するために、研修講師の継続的な能力強化

が必要である。 
 研修受講教員の教授能力については、授業における ASEI-PDSI の実践度と生徒参加度を表す指標

の数値はプロジェクト目標の水準に到達しているものの、未だ 5 段階評価（0-4）の中間点以下であ

る（1.85）。改善の余地は大きく、生徒の学力改善という上位目標の達成につなげるためには教授能

力の一層の強化が必要である。 

 

５－２ 貢献要因と阻害要因の検証 

５－２－１ 効果発現に貢献した要因 

（１） 先行事例の経験の活用 

 プロジェクトの現職教員研修システムは、ケニア SMASSE で有効性が実証された研修モデルを参

考に構築された。研修教材やマニュアル、モニタリング・評価ツールも、ケニア SMASSE で使用さ

れ、有効性が実証されているものをもとに開発された。必要に応じてニジェールの文脈に適合するよ
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うに調整を加えつつも、ケニア SMASSE の経験を有効に活用したことが、効果の発現に貢献した。 
 

（２） 広域協力の枠組みの活用 

 SMASE-WECSA の枠組みに基づく第三国研修、第三国専門家派遣、域内会議などの広域協力活動

は、アフリカ域内の経験共有を促進し、アフリカの文脈に適合した技術支援として有効に機能し、プ

ロジェクトの中核的な人材の育成に貢献した。 
 

（３） 関係者による支援体制の構築 

 プロジェクトでは COGES 代表や校長に対する啓発ワークショップや研修が実施されたが、COGES
による理数科教材の購入、校長による教員への助言・指導など、これら関係者が教員の教授法改善を

支援する事例が報告されている。このように直接受益者である教員だけでなく、教員を支援する立場

にある関係者もプロジェクトに巻き込んだことで、効果発現が促進された。 
 

（４） 十分な数のカウンターパートの確保 

 日本人長期専門家 1 名に対し、プロジェクトチーム 7 名、中央研修講師 22 名（プロジェクトチー

ム 7 名を含む）のカウンターパートが配置されたことにより、ニジェール側がオーナーシップを発揮

して活動を主導するプロジェクト運営体制が構築された。 
 

（５） 通訳・翻訳担当のカウンターパートの確保 

 通訳・翻訳担当のカウンターパートの働きによって、現地関係者と日本・ケニアの関係者とのコミ

ュニケーションや情報共有が容易になっている。特に、ケニア人第三国専門家による技術支援を最大

限効果的に活用することを可能にしている点で、効果発現への貢献は大きい。 

 

（６） モニタリング・評価の実施 

 すべての研修についてモニタリング・評価を実施し、その結果を反省会や報告書を通じてフィード

バックする取り組みを続けたことが、活動の質的な改善につながり、効果の発現を促進した。技術支

援のために派遣されたケニア人第三国専門家による研修のモニタリング結果もカウンターパートに

共有され、研修の質向上に役立てられた。 

 

（７） 研修規模の適正化 

 159 名が一斉に受講した第 1 回中央研修では、受講者数が多すぎたことが原因となってグループワ

ークなどの参加型活動を効果的に実施することができなかった。その反省を活かして、第 1 回地方研

修と第 2 回中央研修では、研修センター当たりの受講者数が 100 名以下となるように、必要に応じて

研修受講者を 2 グループに分けて時期をずらして実施する対策をとったことが研修効果の向上につ

ながった。 
 

５－２－２ 問題点と問題を引き起こした要因 

（１） 研修実施経費の分担 

 事前評価調査時に、ニジェール政府の経費負担能力を考慮して、ランニングコストにあたる中央研

修実施経費の全額と地方研修実施経費の大部分（受講者の宿泊費以外）を日本側が負担する計画とし

たため、予算面の自立発展性が課題となっている。対象地域以外における地方研修を独自の予算で実

施するなど、ニジェール政府の努力も見られるが、プロジェクト終了後も現職教員研修システムを維

持、発展させていくことを見据えて、必要な予算の確保あるいは研修実施経費の効率化に取り組んで

いくことが必要である。 
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（２） ストライキ 

 教員あるいは生徒によるストライキによって、現職教員研修の実施延期や一部プログラムの中止が

発生した。また、ストライキによる授業時間の短縮は、教員の ASEI-PDSI の実践を阻害する要因と

なる可能性がある。ニジェール政府は、契約教員の待遇改善などの対策に努めているが、引き続きス

トライキ防止に取り組んで行くことが求められる。 
 

５－３ 結論 

プロジェクトは計画に沿って順調に進捗しており、期待された成果が発現している。現職教員研修

を受講した中等理数科教員の教授能力は着実に改善されており、既にプロジェクト目標の水準に到達

していることから、プロジェクトは成功裏に実施されていると評価される。 
教員の能力強化を通じた理数科教育の質改善はニジェールの国家政策とも合致しており、プロジェ

クトの妥当性は高い。また、アフリカにおける現職教員研修支援を通じた理数科教育協力は、日本が

豊富な経験を有する分野であり、日本の援助政策にも合致している。研修のシステム構築とコンテン

ツ開発には、先行事例であるケニア SMASSE の経験が活かされ、既存の施設が研修センターとして

利用されるなど、効率性に配慮して活動が実施されている。投入としては、長期専門家派遣や本邦研

修のほか、第三国専門家派遣や第三国研修などケニア SMASSE からの技術支援も効果的に活用され

ている。ニジェール政府はプロジェクトの効果を高く評価しており、独自の予算で対象地域以外でも

地方研修を実施するなど、既に大きな正のインパクトの発現も見られる。 
研修を受講した教員の授業では生徒の興味関心の向上が報告されており、継続的に教員の教授能力

が強化されれば、長期的には上位目標である生徒の学力向上につながっていくと考えられる。ただし、

現状では研修実施経費の大部分を日本側が負担しており、研修システムの自立発展性を確保するため

には、ニジェール政府がプロジェクト終了後も見据えて必要な予算の確保に努めることが求められる。

質の高い研修を継続的に実施していくためには、研修講師のさらなる能力強化に取り組んでいくこと

が重要である。 
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第６章 提言 
 

６－１ 短期的な観点からの提言 

（１） 教員同士による継続的な学びあいの仕組みづくり 

 現職教員研修において学んだ新しい教授法に関する知識や技術を教員の実践能力として定着させ

るためには、年 1 回の研修の成果を日々の授業で活用したり、それを教員同士で見直したりするなど、

研修の成果を継続的に向上させていく機会を併せて設けることが有効である。ニジェールのほとんど

の学校に設置されている教科別の教員分科会（UP）は、教員同士が定期的に集まり、日々の授業実

践における課題について研究や議論をする日常的な学びあいの場として活用することが可能である。 
 

（２） 授業のモニタリングの強化 

 現職教員研修の効果を高め、授業の改善につなげるためには、教員が研修で学んだ内容を日々の授

業の中で実践することを促進する仕組みをつくることが重要である。そのために、校長や地方視学官

が定期的に現場の教員の授業をモニタリングし、研修で学んだ知識や技術の授業における実践度を確

認するとともに、適切な助言・指導を行うシステムを構築することが有効である。 

 

（３） COGES による支援体制の強化 

 現職教員研修システムを自立発展的なものとするためには、現在日本側が負担している経費も含め、

特にランニングコストについてはニジェール側で負担することが不可欠である。必要経費を政府予算

のみで負担することが難しい場合には、COGES など関係者に費用分担を求めることも現実的な選択

肢である。COGES が、教員の ASEI-PDSI の実践を支援するために理数科教材を購入した事例が報告

されているが、啓発活動を継続していくことで、さらなる支援を引き出し、研修システムの経済面の

自立発展性が強化されることが期待される。 
 

（４） 研修を受講する非金銭的インセンティブの創出 

 現職教員研修の受講者に支給される宿泊費・交通費は必要最低限の金額となっているが、他ドナー

が実施する研修では高額の日当が支払われる場合が多いこともあり、支給額に対して不満を感じる受

講者もいることが確認された。しかし、経済面の自立発展性を考慮すると、支給額を高くして研修受

講のインセンティブを高めることは現実的ではない。そこで、研修受講による能力強化そのものがイ

ンセンティブとなるように常に質の高い研修を提供する努力を継続することが重要である。研修修了

証書を昇進の条件とするなどの仕組みづくりもインセンティブを高める一案である。 

 

（５） 実験室技師の積極的な活用 

 ニジェールでは 2000 年以降、理科授業において実験を補助する実験室技師19が採用されるように

なった。教員の教科内容に関する知識や実験技術が十分とはいえないニジェールにおいて、専門的な

知識・技術を持つ実験室技師は、理科授業における実験や教材の有効性、面白さを最も理解している

立場にある。しかしながら、一部では、教員とのチームワークがうまく機能せず、その能力を十分に

発揮できていない事例も報告された。教員の ASEI-PDSI の実践を促進する効果も期待できることか

ら、実験室技師を積極的にプロジェクト活動に巻き込み、教員との協働を奨励することが求められる。 
 

（６） アフリカ域内における経験共有の促進 

 JICA が理数科教育協力を実施しているアフリカ各国は、研修システムの構築、パイロットプロジ

ェクトからの展開や制度化に向けた取り組み、研修コンテンツの開発など、他の関係国が参考となる

                                            
19 2008 年 5 月現在、全国に 67 名配置されている。 
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経験を互いに有しており、SMASE-WECSA の枠組みを通じた経験共有がなされている。本プロジェ

クトにおいても他国の経験が有効に活用されており、本プロジェクトの経験が他の仏語圏国の参考と

なる事例も出てきている。アフリカにおける理数科教育協力を効率的・効果的に実施、展開していく

ために、SMASE-WECSA の枠組みに基づく域内会合や第三国研修、技術支援を通じた人的交流など

の取り組みを継続し、アフリカ域内での経験共有を一層促進していくことが求められる。 
 

６－２ 中長期的な観点からの提言 

 

（１） 現職教員研修の全国レベルでの制度化 

 本中間評価の結果から、現職教員研修が教員の教授能力向上に有効であることが実証されつつある。

ニジェール政府はプロジェクトの有効性を高く評価し、対象地域以外の 4 州でも独自の予算を活用し

て地方研修を実施した。プロジェクト終了後の継続的な研修の実施や、その効果の持続・発展と全国

への拡大のために、中長期的には制度化を目指して、実現可能な戦略の策定に取り組んでいくことを

提言する。現在、中央研修と対象地域の地方研修に関する経費の大部分を日本側が負担していること

を踏まえ、全国レベルの制度化の戦略策定に当たっては、ニジェール政府が財政面の自立発展性の確

保に努力することが求められる。 
 

（２） 現職教員研修が生徒の学力に与えるインパクトの測定 

 現職教員研修を定着させるためには、研修の効果が教員の教授能力向上にとどまらず、授業の改善

を通じて生徒の学力向上につながることを実証していくことが重要である。研修が生徒の学力に与え

るインパクトを実証するデータとしては、毎年実施される全国中等教育修了試験の結果を活用する可

能性が考えられる。ただし、この試験の結果を適切に集計・分析するのが困難である、あるいは、プ

ロジェクトが育成を目指す学力を測定するのに試験の内容が不適切である場合20には、プロジェクト

で独自に学力測定試験を実施すること21も一案である。 
 

（３） 中核人材の授業観察能力の育成 

 プロジェクトでは、「生徒中心の授業」22の一つの「型」として ASEI-PDSI アプローチの普及に取

り組んでいるが、将来的には、「型」を通して実現しようとしている生徒中心型授業の本質に対する

理解を深めていく必要がある。そのためには、中央研修講師などの中核人材が、本邦研修や第三国研

修を通じて質の高い授業に直接触れる機会を設け、質の高い授業のあり方やその実践に必要な能力に

ついて理解を深め、より生徒の理解に着目した授業など、ニジェールが将来的に目指す授業の具体的

な姿を共有していく機会を設けることが重要である。 
 

                                            
20 JICA は教育協力の目的として、「自分で課題を認識し、収集・分析した情報を基に考え、また、他者との意見交換

を通じて考えを深め、課題解決に向けて適切な行動をとることができるような人材の育成」をあげている（「JICA 理

数科教育協力の理念・意義」JICA、2007）。例えば、暗記力のみを問うような試験内容は、プロジェクトが育成を目

指す学力を測定するのには必ずしも適切ではない。 
21 ケニア SMASSE では、プロジェクトが生徒の学力に与えるインパクトを測定することを目的に、独自に開発した

試験問題を使った調査（SMASSE Project Impact Assessment Survey: SPIAS)を実施している。 
22 JICA は「生徒中心の授業」を「生徒が学習課題を自分の問題として捉え、生徒自身の思考や身体を使って、他者

（教科書や参考書も含め、自分以外の第三者的なものすべて）との対話を通して自ら答えを見つけ出す過程が含まれ

ている授業」と定義している。（「JICA 理数科教育協力の理念・意義」JICA、2007） 
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